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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ チェーン全店売上高及び営業総収入には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第24期中間連結会計期間及び第24期連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額につ

いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３ 第25期中間連結会計期間、第25期連結会計年度及び第26期中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

４ 第26期中間連結会計期間より、純資産の部の算定にあたり「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業

会計基準適用指針第８号）を適用しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第24期中 第25期中 第26期中 第24期 第25期

会計期間

自 平成16年 
  ３月１日 
至 平成16年 
  ８月31日

自 平成17年
  ３月１日 
至 平成17年 
  ８月31日

自 平成18年
  ３月１日 
至 平成18年 
  ８月31日

自 平成16年 
  ３月１日 
至 平成17年 
  ２月28日

自 平成17年
  ３月１日 
至 平成18年 
  ２月28日

チェーン全店売上高 (百万円) 56,674 56,058 55,287 110,131 108,424

営業総収入 (百万円) 15,346 13,981 15,421 28,764 27,345

経常利益 (百万円) 1,383 928 728 1,823 853

中間(当期)純利益 (百万円) 485 434 54 720 407

純資産額 (百万円) 5,768 6,257 6,244 5,918 6,154

総資産額 (百万円) 19,483 19,486 20,996 17,998 17,901

１株当たり純資産額 (円) 749.88 813.46 794.75 767.04 798.94

１株当たり中間(当期) 
純利益金額

(円) 63.16 56.52 7.09 91.34 51.90

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益金額

(円) ― ― ─ ― ─

自己資本比率 (％) 29.6 32.1 29.1 32.9 34.4

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 3,387 2,407 2,448 3,073 1,634

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △612 △509 △963 △1,367 △1,420

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △315 △246 1,310 △560 △491

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(百万円) 3,676 4,013 4,880 2,362 2,084

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数)

(人)
466
(442)

460
(423)

488
(611)

446
(404)

471
(564)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ チェーン全店売上高及び営業総収入には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第24期中間会計期間及び第24期会計年度の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、

希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３ 第25期中間会計期間、第25期会計年度及び第26期中間会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額

については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

４ 第26期中間会計期間より、純資産の部の算定にあたり「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計

基準適用指針第８号）を適用しております。 

  

２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び連結子会社、以下同じ)が営む事業の内容につい

て、重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

回次 第24期中 第25期中 第26期中 第24期 第25期

会計期間

自 平成16年 
  ３月１日 
至 平成16年 
  ８月31日

自 平成17年
  ３月１日 
至 平成17年 
  ８月31日

自 平成18年
  ３月１日 
至 平成18年 
  ８月31日

自 平成16年 
  ３月１日 
至 平成17年 
  ２月28日

自 平成17年
  ３月１日 
至 平成18年 
  ２月28日

チェーン全店売上高 (百万円) 56,674 56,058 55,287 110,131 108,424

営業総収入 (百万円) 15,328 13,964 15,410 28,701 27,306

経常利益 (百万円) 1,371 910 716 1,778 811

中間(当期)純利益 (百万円) 482 430 51 707 395

資本金 (百万円) 1,396 1,396 1,396 1,396 1,396

発行済株式総数 (株) 7,707,095 7,707,095 7,707,095 7,707,095 7,707,095

純資産額 (百万円) 5,743 6,217 6,063 5,883 6,106

総資産額 (百万円) 19,301 19,306 20,803 17,822 17,709

１株当たり純資産額 (円) 746.60 808.30 788.19 762.48 792.78

１株当たり中間(当期) 
純利益金額

(円) 62.76 55.92 6.68 89.65 50.31

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益金額

(円) ― ― ─ ― ─

１株当たり配当額 (円) 11.00 11.00 11.00 22.00 22.00

自己資本比率 (％) 29.8 32.2 29.1 33.0 34.5

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数)

(人)
463
(442)

458
(423)

486
(611)

444
(404)

469
(564)



４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年８月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であり、当中間連結会計期間の平均臨時雇用者数(ただし、１日勤務時間８時間換算に

よる)を( )外数で記載しております。 

２ 「加盟店の経営指導」には、本部の従業員数を記載しております。 

３ 「直営店の運営」には、直営店の従業員数を記載しております。 

４ 「電子商取引の運用」には、スリーエフ・オンライン㈱の従業員数を記載しております。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年８月31日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員であり、当中間会計期間の平均臨時雇用者数(ただし、１日勤務時間８時間換算による)を

( )外数で記載しております。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社グループには労働組合がありませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

事業部門の名称 従業員数(人)

コンビニエンスストア事業

加盟店の経営指導 364( ─)

直営店の運営 122(611)

電子商取引の運用 2( ─)

合計 488(611)

従業員数(人) 486(611)



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

 当中間連結会計期間におけるわが国経済は、原油価格の高騰や米国経済成長の減速に伴う景気への影響

が懸念されたものの、企業収益の改善に加え、設備投資の増加や大型倒産の減少により雇用情勢が改善

し、個人消費が緩やかに増加するなど景気は着実に回復を続けました。 

 コンビニエンスストア業界におきましては、他業態を含めた市場競争がより激化しており、加えて春先

からの低温、梅雨明けの遅れによる多雨および夏季の平均気温の低下といった天候不順等の影響により、

主要チェーンにおける客数の下落傾向が続いており、売上伸長率は総じて前年割れとなっております。 

 このような状況のもと、当社グループは前中期経営計画「スリーエフ復活アクションプラン」の各種施

策運用による「営業力の復活」を目指した取組みを継続すると共に、マルチフォーマット戦略によるシナ

ジー効果を最大限に発揮させるべく、新フォーマットの既存店へのユニット導入や、来店動機を高め、お

客様とのコミュニケーション向上を目的とした、その場で人気商品が当たるスピードくじの実施、ポイン

トシールを集めてオリジナルマグカップと交換するキャンペーンの企画等が好評だったことに加えて、直

営店（q's martを含む）が増加したこと等により、当中間連結会計期間の当社グループの連結営業総収入

は前年同期比10.3％増の154億21百万円となりましたが、連結経常利益はハイウェイカードの販売終了に

伴う売上減や天候不順等の異常気象の影響による客足の鈍化などにより既存店平均日販伸長率が低迷した

ことに加え、人件費をはじめとする直営店舗における経費の増加等により前年同期比21.5％減の７億28百

万円となりました。連結中間純利益は減損会計の適用開始や閉店損失の増加等により前年同期比87.5％減

の54百万円となりました。 

  

 店舗開発におきましては開店25店、閉店21店となり、総店舗数653店（エリア・フランチャイズ契約に

基づく四国地区は50店、スリーエフ店合計703店）となっております。また、経営資質の高い加盟候補者

を確保する施策として、当社が３年前から取組んでおりますオーナー育成プログラム「独立研修社員制

度」が、当上半期中も有効に機能しておりました。 

 店舗運営につきましては、基本の徹底による接客レベルの向上や定番商品管理の強化を図ってまいりま

した。継続的に実施している外部機関による接客調査「ブラインドチェック」やスタッフ教育を主体とし

た接客サービスの向上により、クレーム件数も大幅に減少いたしました。また、個店ごとの客層分析・商

圏分析結果を売場に反映するためのツールとして、ストアカルテを活用し、定番管理力の強化と顧客ニー

ズへの対応を図りました。しかしながら個店日販における数値目標については、出店エリア内での競争激

化により、当初の目標を達成できず既存店の収益性悪化を招きました。また、マルチフォーマットの確立

と運用に向けた取組みでは、q's martの多店舗化検証を終えた実験店のうち不採算店７店舗を閉店し、更

に、ＦＣ化に向けて８店舗を出店いたしました。また、Goozについてはフラッグシップショップとして５

月に都内１号店を渋谷３丁目にオープンいたしました。これまでに確立された、「q's mart」「Gooz」の

２つのフォーマットを今後はそれぞれのフォーマットの専門性の追求と、スリーエフ店へのユニット導入

によるシナジーの追求を図ることで、マルチフォーマットを更に進化させて参ります。加えて既存店強化

の具体策として、地域や個店の販売力強化を図ることを目的としてお客様のニーズに合わせた品揃え・サ

ービスの充実を図り、更なる個店競争力の強化を図るための「顧客戦略」を推進してまいります。 

 商品面につきましては、前中期経営計画の施策の一つである看板商品の開発に向けた取組みにより、

「カウンターフーズ」（カウンターで販売するファストフーズ）はカテゴリーの売上が３年以上伸長し続



けており、好評の唐揚げ棒やフライドチキンシリーズおよび焼き鳥シリーズ等が看板商品に成長し着実に

販売を伸ばしております。また、ＦＦ・ＦＤ商品全般については「安心素材」をコンセプトとして商品作

りを行うなか、青果物健康推進委員会が進める毎日一定量の野菜を摂り続けようという「ベジフルセブ

ン」活動に賛同し、サラダや惣菜のパッケージに摂取スコアを表記して、摂取量の目安としていただきま

した。さらに昨年より取組んでいるミニストップ株式会社との共同開発商品も約30アイテムを数えてお

り、他チェーンとの差別化商品のひとつに成長しております。決済手段の多様化に対応するための、Ｓｕ

ｉｃａを始めとする電子マネー決済への取組みについては、導入店舗拡大を来夏以降の次期システム更新

と同時進行で計画しております。 

  



(2) キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物の中間期末残高は、前連結会計年度と比べ27億95百

万円増加し、48億80百万円となりました。 

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純利益が１億68百万円（前年同期比79.0％

減）と減少しましたが、仕入債務の増加及び法人税等の支払額の減少等により、前年同期より41百万

（1.7％増）多い24億48百万の増加となりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得に伴う支出額が４億20百万円（前年同期

比36.2％増）、保証金・敷金の取得に伴う支出額が３億35百万円（前年同期比119.2％増）、無形固定資

産の取得に伴う支出額が２億82百万円（前年同期比99.4％増）と増加したことから、前年同期より４億

53百万円（88.9％増）多い９億63百万円の減少となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、社債の償還による支出額が10億円ありましたが、長期借入金

による収入が26億円あったことから、前年同期より15億56百万円（631.8％増）多い13億10百万円の増加

となりました。 

  



２ 【販売の状況】 

(1) 地域別売上状況 

ａ 直営店 

  

 
(注) １ 当中間連結会計期間中の各地域における店舗数の異動は「第３ 設備の状況 １ 主要な設備の状況」に記

載のとおりであります。 

２ 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

  

ｂ 加盟店 

  

 
(注) １ 当中間連結会計期間中の各地域における店舗数の異動は「第３ 設備の状況 １ 主要な設備の状況」に記

載のとおりであります。 

２ 上記金額には消費税等は含まれておりません 

  

地域別 
(当中間連結会計期間末の店舗数)

当中間連結会計期間
(自 平成18年３月１日
至 平成18年８月31日)

売上高(百万円) 構成比(％) 前年同期比(％)

神奈川県(日本大通店 他51店) 4,026 46.6 147.8

東京都(エドモント店  他33店) 2,427 28.1 124.3

千葉県(都賀駅前店  他22店) 1,516 17.5 102.5

埼玉県(川口駅西口店 他10店) 671 7.8 111.3

合計( 120店) 8,642 100.0 127.8

地域別 
(当中間連結会計期間末の店舗数)

当中間連結会計期間
(自 平成18年３月１日
至 平成18年８月31日)

売上高(百万円) 構成比(％) 前年同期比(％)

神奈川県(弘明寺店  他 244店) 22,605 48.5 95.5

東京都(成瀬駅前店 他 151店) 12,607 27.0 95.6

千葉県(千葉小仲台店 他  88店) 7,620 16.3 90.6

埼玉県(志木上宗岡店 他  46店) 3,811 8.2 94.6

合計(  533店) 46,645 100.0 94.6



(2) 商品別売上状況 

ａ 直営店 

  

 
(注) 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

  

ｂ 加盟店 

  

 
(注) 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

  

商品別

当中間連結会計期間
(自 平成18年３月１日
至 平成18年８月31日)

売上高(百万円) 構成比(％) 前年同期比(％)

加工食品 3,089 35.7 138.7

ファストフード 2,282 26.4 117.1

デイリー食品 1,178 13.6 187.4

非食品 1,327 15.4 122.7

本・サービス 764 8.9 87.5

合計 8,642 100.0 127.8

商品別

当中間連結会計期間
(自 平成18年３月１日
至 平成18年８月31日)

売上高(百万円) 構成比(％) 前年同期比(％)

加工食品 15,790 33.8 94.9

ファストフード 12,203 26.2 95.5

デイリー食品 4,202 9.0 96.2

非食品 9,316 20.0 98.4

本・サービス 5,133 11.0 84.9

合計 46,645 100.0 94.6



３ 【対処すべき課題】 

国内景気につきましては、引き続き緩やかな回復基調で推移するものと見込まれておりますが、海外経

済の成長鈍化に伴って輸出には減速感が増しており、先行きの不透明感が強まっております。当社グルー

プとしては新中期経営計画である「マルチフォーマット推進プラン」をスタートさせ、「スリーエフ」

「q's mart」「Gooz」の３つのフォーマットを礎とした、シナジー効果の追求と専門性の追求により、マ

ルチフォーマットの進化と個店競争力の強化を目指し、品揃えの強化や販売力の強化といった新たな顧客

戦略を推進して更なる客層を拡大しながら既存店の競争力を強化してまいります。 

①マルチフォーマットの推進 

従来型のコンビニエンスストアでは、お客様の標準的なニーズに対して単一のフォーマットで対応しておりま

したが、消費環境が多様化した現在の消費者心理に十分に対応しきれないことから、当社では商品の購入目的の

違いによる３つのフォーマットの確立を目指して「マルチフォーマット戦略」を展開してまいりました。 

q's martでは「生鮮品を売る」テーマの追求、Goozでは「店内で作る」テーマの追求といった専門性を追求

し、既存のコンビニエンスストアフォーマットであるスリーエフに各フォーマットからのユニット導入等による

シナジー効果を追求し、新フォーマットから「商品」「オペレーション」「設備」をスリーエフへユニット導入

していくことで、今まで限定的であった商材や立地、組合せ等も拡大していくことで、更なる客層の拡大を図

り、既存店の競争力を高めてまいります。 

②対処すべき課題 

商品訴求力の強化 

 看板商品開発の取組みにより、カウンターフーズ（カウンターで販売するファストフード）が看板商品へと成

長した成功事例を他のカテゴリーへ水平展開するとともに、商品開発力・改廃のスピードアップを行い、新フォ

ーマットからのノウハウのフィードバックを更に進め、より細やかなニーズに対応する商品提供を実現し、商品

の品質・価値を更に増大させ、商品自体に訴求力（魅力）を持たせ、お客様に対する訴求力のある売場作りを実

現してまいります。 

売場提案力の強化 

 接客レベルの向上やストアカルテの活用などの成果を踏まえて、定番商品の欠品を撲滅し、死に筋商品を排除

して定番商品管理の強化や地域商品開発の強化および商品改廃のスピードアップ等を実行してまいります。ま

た、新商品等の話題性がある商品の拡販を行うことで、プロモーションのある売場作りを目指すことで、これら

の売場提案力と商品訴求力の強化が相まって、品揃えが強化された単品販売力のある店作りを目指して行きま

す。 

エリア戦略の強化（グループ制について）  

 店舗の運営と立地開発においてめまぐるしい環境の変化に対応して、情報の共有化を図ることを目的として、

出店エリアである一都三県を３分割し、各々のエリアごとに運営と開発を同一組織内に配備するグループ制を採

用いたしました。これにより、駐車場の拡張等の店作り強化策の実行、変化の激しい既存店の商圏を運営・開発

双方がチェックし、既存店の防衛を目的とした出店やより良い立地へのスクラップ＆ビルドの実施に加え、新店

の商圏調査等の情報共有による新店日販の向上および点から線、線から面へのドミナント出店の実現などの各種

施策を運営と開発が協働で行うことにより、個店の競争力を向上させ、更にチェーン競争力の向上を図ってまい

ります。 

人財育成の強化（独立研修社員制度について）  

 独立研修社員制度については、若手の加盟候補者を１年から３年かけてじっくりと経験を積んでもらい、優秀

なオーナーへと育成するいわゆる「暖簾わけ」の制度ですが、これに加えて今期より、１年以内の独立を希望さ

れている方に、半年から１年の集中研修を実施する「独立支援マスター社員制度」を創設いたしました。これに

より、経営理念をはじめ、高い接客レベルや売場提案力の身に付いたオーナーを輩出することで、質の高いドミ



ナント出店を目指してまいります。 

  

  



４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。また、重要な変更

もしくは解約もありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間中に増加又はタイプ変更(直営店より加盟店への変更、加盟店より直営店への変更)

した店舗は次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 当中間連結会計期間中の 

増加は、直営店 15店、加盟店10店、計25店 

直営店より加盟店への変更は11店であります。 

加盟店より直営店への変更は8店であります。 

２ 従業員数の( )内の数字は当中間連結会計期間の平均臨時雇用者数(ただし、１日勤務時間８時間換算によ

る)及び店舗運営管理委託者数であり、外数で記載しております。 

地域 事業部門の名称
設備の
内容

帳簿価額

従業員数
(人)

建物及び
構築物 
(百万円)

工具器具
備品 
(百万円)

合計 
(百万円)

直営店

東京都
7店増加

コンビニエンスストア
事業

店舗 102 0 102 6 (40)

4店加盟店への変更 〃 〃 △27 - △27 -

神奈川県

7店増加 〃 〃 92 0 93 8 (33)

5店加盟店より変更 〃 〃 22 -   22     -  

5店加盟店への変更 〃 〃 △28 △0 △28 -

千葉県

1店増加 〃 〃 7 - 7 - (4)

2店加盟店より変更 〃 〃 56 0 56 -

2店加盟店への変更 〃 〃 △5 △0 △5 -

埼玉県
0店増加 〃 〃 - - - -

1店加盟店より変更 〃 〃 3 - 3 -

直営店計 ー ー 222 0 223 14 (77)

加盟店

東京都
4店増加

コンビニエンスストア
事業

店舗 36 0 37 -

4店直営店よりの変更 〃 〃 27 - 27 -

神奈川県

5店増加 〃 〃 39 - 39 -

5店直営店よりの変更 〃 〃 28 0 28 -

5店直営店への変更 〃 〃 △22 -  △22     -  

千葉県

0店増加 〃 〃 - - - -

2店直営店よりの変更 〃 〃 5 0 5 -

2店直営店への変更 〃 〃 △56 △0 △56 -

埼玉県
1店増加 〃 〃 7 - 7 -

1店直営店への変更 〃 〃 △3 - △3 -

加盟店計 ー ー 61 0 62 -

計 ー ー 283 0 285 14 (77)



３ 当中間連結会計期間中に新たに締結したリース契約による主な賃借設備は次のとおりであります。 

 
４ 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 前連結会計年度末(平成18年２月28日)において実施中又は計画中であった重要な設備の新設、除却等

について，当中間連結会計期間中の重要な変更はありません。 

  

(2) 前連結会計年度末における設備計画等のうち、当中間連結会計期間において完了したものは、「１

主要な設備の状況」に記載のとおりであります。 

  

(3) 当中間連結会計期間以降において新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 

  

名称 リース期間 年間リース料 リース契約高

店舗設備・事務機器等 ４～６年 93百万円 478百万円



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 
  

 
  

② 【発行済株式】 
  

 
  

(2)【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3)【発行済株式総数、資本金等の状況】 
  

 
  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 30,000,000

計 30,000,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年８月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年11月17日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 7,707,095 7,707,095
東京証券取引所
市場第二部

―

計 7,707,095 7,707,095 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

平成18年３月１日～ 
平成18年８月31日

― 7,707,095 ― 1,396 ― 1,645



(4)【大株主の状況】 

平成18年８月31日現在 

 
(注) 上記の所有株式数のうち、信託業務にかかる株式数は次のとおりであります。 

 日本マスタートラスト信託銀行㈱             85千株 

  

(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年８月31日現在 

 
(注) 「完全議決権株式(その他)」の欄の「株式数」及び「議決権の数」には、証券保管振替機構名義の株式が、そ

れぞれ100株及び１個含まれております。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

㈱ＪＭＫ瑞穂 東京都世田谷区玉川田園調布2-2-14 2,702 35.06

菊池 淳司 東京都世田谷区 392 5.09

中居 京子 東京都世田谷区 317 4.11

宇佐見 瑞枝 東京都大田区 264 3.42

スリーエフ従業員持株会 横浜市中区日本大通17 126 1.64

㈱みずほ銀行 
(常任代理人 資産管理サービス信
託銀行㈱)

東京都千代田区内幸町1-1-5
(東京都中央区晴海1-8-12晴海アイランド
トリトンスクエアオフイスタワーＺ棟)

108 1.41

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内2-7-1 89 1.16

菊池 瑞穂 東京都世田谷区 85 1.11

日本マスタートラスト信託銀行㈱
（信託口）

東京都港区港区浜松町2-11-3 85 1.10

菊池 利亀夫 横浜市戸塚区 84 1.09

計 ― 4,256 55.23

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式) 
普通株式    14,500

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 7,686,500 76,865 ―

単元未満株式 普通株式     6,095 ― ―

発行済株式総数 7,707,095 ― ―

総株主の議決権 ― 76,865 ―



② 【自己株式等】 

平成18年８月31日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま

す。 

役職の異動 

 
  

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
㈱スリーエフ

横浜市中区日本大通17 14,500 － 14,500 0.19

計 ― 14,500 － 14,500 0.19

月別 平成18年３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月

最高(円) 1,060 1,094 1,031 999 988 1,004

最低(円) 995 1,000 993 902 950 954

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏 名 異動年月日

常務取締役 q's営業グループ長 常務取締役 運営本部長 高橋 昭二 平成18年６月１日

取締役 人材開発室長 取締役
人材本部長兼
人材開発部長

坂 本 力 平成18年６月１日

取締役
商品本部副本部長兼
ＦＦ・ＦＤ商品部長

取締役
商品本部副本部長兼
ＦＦ商品部長

山岸 芳樹 平成18年６月１日

取締役
第三営業グループ長兼 
第三開発部長

取締役
開発本部長兼

千葉・埼玉店舗開発部長
若松 義一 平成18年６月１日



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

前中間連結会計期間（平成17年３月１日から平成17年８月31日まで）は改正前の中間連結財務諸表

規則に基づき、当中間連結会計期間（平成18年３月１日から平成18年８月31日まで）は、改正後の中間

連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

ただし、前中間連結会計期間（平成17年３月1日から平成17年８月31日まで）については、「財務諸

表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府

令第５号)附則第３項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しておりま

す。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

前中間会計期間（平成17年３月１日から平成17年８月31日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則

に基づき、当中間会計期間（平成18年３月１日から平成18年８月31まで）は、改正後の中間財務諸表等

規則に基づいて作成しております。 

ただし、前中間会計期間（平成17年３月１日から平成17年８月31日）については、「財務諸表等の

用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５

号)附則第３項のただし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成17年３月１日から平成17年

８月31日まで)及び当中間連結会計期間(平成18年３月１日から平成18年８月31日まで)並びに前中間会計

期間(平成17年３月１日から平成17年８月31日まで)及び当中間会計期間(平成18年３月１日から平成18年

８月31日まで)の中間連結財務諸表及び中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受け

ております。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

前中間連結会計期間末

(平成17年８月31日)

当中間連結会計期間末

(平成18年８月31日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 4,013 4,880 2,084

 ２ 加盟店貸勘定 535 563 682

 ３ たな卸資産 355 494 420

 ４ 未収入金 214 241 189

 ５ その他 1,195 1,291 1,151

 ６ 貸倒引当金 △1 △2 △2

  流動資産合計 6,312 32.4 7,467 35.6 4,526 25.3

Ⅱ 固定資産

 (1) 有形固定資産
※１ 
※２

 ａ 自社有形固定資産

  １ 建物及び構築物 847 1,254 1,013

  ２ その他 759 548 771

   自社有形固定資産 
   合計

1,606 8.2 1,803 8.6 1,784 9.9

 ｂ 貸与有形固定資産

  １ 建物及び構築物 2,560 2,306 2,519

  ２ その他 575 573 574

   貸与有形固定資産 
   合計

3,135 16.1 2,880 13.7 3,094 17.3

   有形固定資産合計 4,742 24.3 4,683 22.3 4,878 27.2

 (2) 無形固定資産

  １ ソフトウェア 1,033 1,262 1,060

  ２ その他 69 66 69

   無形固定資産合計 1,102 5.7 1,328 6.3 1,129 6.3

 (3) 投資その他の資産

  １ 敷金・保証金 ※２ 7,024 7,206 7,113

  ２ その他 368 332 296

  ３ 貸倒引当金 △64 △22 △42

   投資その他の資産 
   合計

7,328 37.6 7,516 35.8 7,367 41.2

  固定資産合計 13,173 67.6 13,529 64.4 13,375 74.7

  資産合計 19,486 100.0 20,996 100.0 17,901 100.0



 
  

前中間連結会計期間末

(平成17年８月31日)

当中間連結会計期間末

(平成18年８月31日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 896 1,220 902

 ２ 加盟店買掛金 5,229 5,071 4,247

 ３ 加盟店借勘定 140 99 50

 ４ 一年以内返済予定 
   の長期借入金

※２ 321 842 321

 ５ 未払金 977 1,116 905

 ６ 預り金 2,232 2,462 2,342

 ７ 賞与引当金 331 375 327

 ８ 役員賞与引当金 ─ 7 ─

 ９ その他 509 354 222

  流動負債合計 10,637 54.6 11,550 55.0 9,319 52.1

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 1,000 ─ 1,000

 ２ 長期借入金 ※２ 637 2,351 476

 ３ 役員退職慰労引当金 68 53 57

 ４ 預り保証金 732 750 735

 ５ その他 30 46 28

  固定負債合計 2,468 12.7 3,201 15.3 2,298 12.8

  負債合計 13,106 67.3 14,751 70.3 11,618 64.9

(少数株主持分)

  少数株主持分 122 0.6 ― ― 128 0.7

(資本の部)

Ⅰ 資本金 1,396 7.2 ― ― 1,396 7.8

Ⅱ 資本剰余金 1,645 8.4 ― ― 1,645 9.2

Ⅲ 利益剰余金 3,209 16.5 ― ― 3,097 17.3

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金

21 0.1 ― ― 29 0.2

Ⅴ 自己株式 △14 △0.1 ― ― △14 △0.1

  資本合計 6,257 32.1 ― ― 6,154 34.4

  負債、少数株主持分 
  及び資本合計

19,486 100.0 ― ― 17,901 100.0



 
  

前中間連結会計期間末

(平成17年８月31日)

当中間連結会計期間末

(平成18年８月31日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― 1,396 ―

 ２ 資本剰余金 ― 1,645 ―

 ３ 利益剰余金 ― 3,058 ―

 ４ 自己株式 ― △14 ―

   株主資本合計 ― 6,086 29.0 ―

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

― 27 ―

   評価・換算差額等 
   合計

― 27 0.1 ―

Ⅲ 少数株主持分 ― 131 0.6 ―

   純資産合計 ― 6,244 29.7 ―

   負債及び純資産合計 ― 20,996 100.0 ―



② 【中間連結損益計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年３月１日
至 平成17年８月31日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年３月１日
至 平成18年８月31日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 営業収入

 １ 加盟店からの収入 6,776 6,412 12,842

   加盟店からの収入の 
   対象となる加盟店売 
   上高は次のとおりで 
   あります。

   前中間連結会計期間

      49,297百万円

   当中間連結会計期間

      46,645百万円

   前連結会計年度

      94,764百万円

   自営店売上高との合 
   計額は次のとおりで 
   あります。

   前中間連結会計期間

      56,058百万円

   当中間連結会計期間

      55,287百万円

   前連結会計年度

      108,424百万円

 ２ その他の営業収入 444 7,221 51.6 366 6,779 44.0 843 13,685 50.0

Ⅱ 売上高 (100.0) (100.0) (100.0)

 １ 売上高 (6,760) 6,760 48.4 (8,642) 8,642 56.0 (13,660) 13,660 50.0

   営業総収入合計 13,981 100.0 15,421 100.0 27,345 100.0

Ⅲ 売上原価 (4,996) 4,996 (73.9) (6,485) 6,485 (75.0) (10,234) 10,234 (74.9)

   売上総利益 (1,763) (26.1) (2,156) (25.0) (3,426) (25.1)

   営業総利益 8,984 64.3 8,935 57.9 17,111 62.6

Ⅳ 販売費及び一般管理費 ※１ 8,070 57.8 8,236 53.4 16,291 59.6

   営業利益 914 6.5 699 4.5 820 3.0

Ⅴ 営業外収益

 １ 受取利息 19 23 39

 ２ 解約精算金 7 7 14

 ３ 営業補償金 ─ 18 ─

 ４ その他 3 31 0.2 2 51 0.3 14 68 0.2

Ⅵ 営業外費用

 １ 支払利息 14 17 27

 ２ 減価償却費 3 1 5

 ３ その他 0 17 0.1 3 22 0.1 1 34 0.1

   経常利益 928 6.6 728 4.7 853 3.1



 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年３月１日
至 平成17年８月31日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年３月１日
至 平成18年８月31日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅶ 特別利益

 １ 貸倒引当金戻入 5 10 23

 ２ 和解金・違約金 ─ 51 ─

 ３ 転賃貸借契約解約金 ─ 5 0.0 10 72 0.5 ─ 23 0.1

Ⅷ 特別損失

 １ 固定資産除却損 ※２ 77 155 110

 ２ リース解約損 39 75 39

 ３ 賃貸借契約解約損 11 111 12

 ４ 減損損失
※３

─ 289 ─

 ５ その他 2 130 0.9 1 632 4.1 8 170 0.6

   税金等調整前中間 
   (当期)純利益

803 5.7 168 1.1 706 2.6

   法人税、住民税 
   及び事業税

384 225 224

   法人税等調整額 △20 363 2.6 △115 110 0.7 62 287 1.1

   少数株主利益 4 0.0 3 0.0 11 0.0

   中間(当期)純利益 434 3.1 54 0.4 407 1.5



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年３月１日
至 平成17年８月31日)

前連結会計年度の
連結剰余金計算書

(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 1,645 1,645

Ⅱ 資本剰余金中間期末(期末)残高 1,645 1,645

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 2,877 2,877

Ⅱ 利益剰余金増加高

 １ 中間(当期)純利益 434 434 407 407

Ⅲ 利益剰余金減少高

 １ 配当金 84 169

 ２ 役員賞与 18 102 18 187

Ⅳ 利益剰余金中間期末(期末)残高 3,209 3,097



④ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間(自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年２月28日残高(百万円) 1,396 1,645 3,097 △14 6,124

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △84 △84

 利益処分による役員賞与金 △8 △8

 中間純利益 54 54

 自己株式の取得 △0 △0

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

─ ─ △38 △0 △38

平成18年８月31日残高(百万円) 1,396 1,645 3,058 △14 6,086

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他 

有価証券評価差額金
評価・換算
差額等合計

平成18年２月28日残高(百万円) 29 29 128 6,283

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △84

 利益処分による役員賞与金 △8

 中間純利益 54

 自己株式の取得 △0

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△2 △2 2 0

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△2 △2 2 △38

平成18年８月31日残高(百万円) 27 27 131 6,244



⑤ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年３月１日
至 平成17年８月31日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年３月１日
至 平成18年８月31日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

   税金等調整前中間(当期)純利益 803 168 706

   減価償却費 556 468 1,148

   減損損失 ― 289 ―

   保証金償却 14 8 26

   固定資産除却損 77 155
110
 

   リース解約損 39 75 39

   賃貸借契約解約損 11 111 12

   投資有価証券売却損 ― ― 4

   役員退職慰労引当金の増減額 
   (減少：△)

2 △4 △8

   貸倒引当金の増減額(減少：△) △5 △19 △26

   受取利息及び配当金 △21 △23 △40

   支払利息 14 17 27

   加盟店貸勘定の増減額(増加：△) 238 118 91

   未収入金の増減額(増加：△) △6 △17 47

   たな卸資産の増減額(増加：△) 9 △73 △56

   前払費用の増減額(増加：△) △32 △24 △45

   その他流動資産の増減額 
   (増加：△)

△71 △65 △67

   仕入債務の増減額(減少：△) 806 1,141 △168

   未払金の増減額(減少：△) 6 △11 △4

   預り金の増減額(減少：△) 149 117 249

   その他流動負債の増減額 
   (減少：△)

117 102 23

   役員賞与支払額 △18 △8 △18

   その他営業活動による 
   キャッシュ・フロー

3 0 5

小計 2,694 2,524 2,056



 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年３月１日
至 平成17年８月31日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年３月１日
至 平成18年８月31日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

   利息及び配当金の受取額 21 23 40

   利息の支払額 △14 △17 △27

   法人税等の支払額 △293 △82 △435

  営業活動によるキャッシュ・フロー 2,407 2,448 1,634

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

   有形固定資産の取得に伴う支出額 △308 △420 △698

   投資有価証券の取得に伴う支出額 ― △5 ―

   保証金、敷金の取得に伴う支出額 △152 △335 △453

   保証金、敷金の返還額 182 185 363

   無形固定資産の取得に伴う支出額 △141 △282 △463

   投資有価証券の売却による収入 ― ― 7

   その他投資活動による 
   キャッシュ・フロー

△89 △106 △176

  投資活動によるキャッシュ・フロー △509 △963 △1,420

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

   長期借入金による収入 ― 2,600 ―

   長期借入金の返済による支出額 △160 △203 △321

   社債の償還による支出額 ― △1,000 ー

   配当金の支払額 △84 △84 △169

   少数株主への配当金の支払額 △1 △1 △1

   その他財務活動による 
   キャッシュ・フロー

△0 △0 △0

  財務活動によるキャッシュ・フロー △246 1,310 △491

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額 
  (減少：△)

1,651 2,795 △277

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 2,362 2,084 2,362

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末 
  (期末)残高

4,013 4,880 2,084



中間連結財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年３月１日
至 平成17年８月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年３月１日
至 平成18年８月31日)

前連結会計年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

１ 連結の範囲に関する

事項

連結子会社の数 １社 

 スリーエフ・オンライン㈱

同左 同左

２ 持分法の適用に関す

る事項

持分法適用会社は存在いたしませ

ん。

同左 同左

３ 連結子会社の中間決

算日(決算日)等に関

する事項

連結子会社の中間期の末日は、中

間連結決算日と一致しておりま

す。

同左 連結子会社の事業年度の末日は、

連結決算日と一致しております。

４ 会計処理基準に関す

る事項

 (1) 重要な資産の評価基

準及び評価方法

① 有価証券

 (1) その他有価証券

  時価のあるもの

   中間連結決算日の市場価格

等に基づく時価法(評価差

額は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動平

均法により算定)

① 有価証券

 (1) その他有価証券

  時価のあるもの

      中間連結決算日の市場価格

等に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動

平均法により算定）

① 有価証券

 (1) その他有価証券

  時価のあるもの

   連結決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は

全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定)

  時価のないもの 

   移動平均法による原価法

  時価のないもの

同左

  時価のないもの 

   移動平均法による原価法

② たな卸資産

 (1) 商品

   売価還元法による原価法

   ただし、ファストフードは

最終仕入原価法

② たな卸資産

 (1) 商品

同左

② たな卸資産

 (1) 商品

同左

 (2) 貯蔵品 

   最終仕入原価法

 (2) 貯蔵品

同左

 (2) 貯蔵品

同左

 (2) 重要な減価償却資産

の減価償却の方法

① 有形固定資産

  定率法

  ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物(建物附属

設備を除く)については、定

額法を採用しております。

  なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。

  建物及び構築物 ８～47年

① 有形固定資産

同左

① 有形固定資産

同左

② 無形固定資産

  定額法

  ただし、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内におけ

る利用可能期間(５年)に基づ

く定額法によっております。

② 無形固定資産

同左

② 無形固定資産

同左

 (3) 重要な引当金の計上

基準

① 貸倒引当金

  債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上し

ております。

① 貸倒引当金

同左

① 貸倒引当金

同左

② 賞与引当金

  従業員に対して支給する賞与

に備えるため、支給見込額基

準により計上しております。

② 賞与引当金

同左

② 賞与引当金

同左

③      ─

  

③ 役員賞与引当金

役員に対する賞与の支払いに

備えるため、将来の支給見込

額のうち当中間連結会計期間

の負担額を計上しておりま

す。

（会計方針の変更） 

 当中間連結期間より「役員

─



 
  

賞与に関する会計基準」（企

業会計基準第４号 平成17年

11月29日）を適用しておりま

す。これにより、営業利益、

経常利益及び税金等調整前中

間純利益が７百万円減少して

おります。  

 



 
  

中間連結財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更 

  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年３月１日
至 平成17年８月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年３月１日
至 平成18年８月31日)

前連結会計年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

④ 役員退職慰労引当金

  役員退職慰労金の支払いに備

えるため、内規に基づく中間

連結会計期末要支給額を計上

しております。

   なお、当社は平成17年４月

21日開催の取締役会において

平成17年５月26日開催の第24

回定時株主総会の終結の時を

もって、役員退職慰労金制度

を廃止することを決議したこ

とにより、同日以降の新たな

繰り入れは行っておりませ

ん。

④ 役員退職慰労引当金

同左

  

   

④ 役員退職慰労引当金

  役員退職慰労金の支払いに備

えるため、内規に基づく期末

要支給額の全額を計上してお

ります。 

  なお、当社は平成17年４月

21日開催の取締役会において

平成17年５月26日開催の第24

回定時株主総会の終結の時を

もって、役員退職慰労金制度

を廃止することを決議したこ

とにより、同日以降の新たな

繰り入れは行っておりませ

ん。

 (4) 重要なリース取引の

処理方法

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。

同左 同左

 (5) 重要なヘッジ会計の

方法

① ヘッジ会計の方法

金利スワップについては特例

処理の要件を満たしておりま

すので特例処理を適用してお

ります。

① ヘッジ会計の方法

同左

① ヘッジ会計の方法 

同左

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段  金利スワップ 

  ヘッジ対象  借入金の利息

② ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

② ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

③ ヘッジ方針

  金利リスクの低減並びに金融

収支改善のため、対象債務の

範囲内でヘッジを行なってお

ります。

③ ヘッジ方針

同左

③ ヘッジ方針

  同左

④ ヘッジ有効性評価の方法

  金利スワップの特例処理の要

件を満たしているため、有効

性の判定を省略しておりま

す。

④ ヘッジ有効性評価の方法

      同左

④  ヘッジ有効性評価の方法

同左

 (6) その他中間連結財務

諸表(連結財務諸表)

作成のための基本と

なる重要な事項

① 消費税等の会計処理

  消費税等の会計処理は税抜方

式によっております。

  なお、仮払消費税等及び仮受

消費税等は相殺のうえ、流動

負債の「未払金」に含めて表

示しております。

① 消費税等の会計処理

  同左

① 消費税等の会計処理

  消費税等の会計処理は税抜方

式によっております。

５ 中間連結キャッシュ・

フロー計算書(連結キ

ャッシュ・フロー計算

書)における資金の範

囲

中間連結キャッシュ・フロー計算

書における資金は、手許現金、要

求払預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取得日か

ら３ヶ月以内に満期日または償還

期限の到来する短期投資からなっ

ております。

同左 連結キャッシュ・フロー計算書に

おける資金は、手許現金、要求払

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に満期日または償還期限

の到来する短期投資からなってお

ります。

前中間連結会計期間
(自 平成17年３月１日
至 平成17年８月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年３月１日
至 平成18年８月31日)

前連結会計年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

―――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間より、固定資

産の減損に係る会計基準（「固定資

――――



 

産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 平

成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平

成15年10月31日）を適用しておりま

す。これにより営業利益、経常利益

はそれぞれ16百万円増加し、税金等

調整前中間純利益は289百万円減少

しております。 

 減損損失累計額については、改正

後の中間連結財務諸表規則に基づき

各資産の金額から直接控除しており

ます。 

 

―――― （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間連結会計期間より「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」（企業会計基準第５号 平

成17年12月９日）及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」（企業会計基準適

用指針第８号 平成17年12月９日）

を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する

金額は6,113百万円であります。 

  なお、中間連結財務諸表規則の

改正により、当中間連結会計期間に

おける中間連結貸借対照表の純資産

の部については、改正後の中間連結

財務財務諸表規則により作成してお

ります。 

 

――――



表示方法の変更 

  

 
  

追加情報 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年３月１日
至 平成17年８月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年３月１日
至 平成18年８月31日)

（中間連結損益計算書）

前中間連結会計期間において、営業外費用の「そ

の他に含めて表示しておりました減価償却費」は、当中

間連結会計期間において、営業外費用の総額の100分の

10を超えたため区分掲記しました。 

 なお、前中間連結会計期間の「その他」に含まれてい

る減価償却費」の金額は1百万円であります。

 

 

――――

 

前中間連結会計期間
(自 平成17年３月１日
至 平成17年８月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年３月１日
至 平成18年８月31日)

前連結会計年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

(法人事業税における外形標準課税

部分の中間連結決算上の表示方法） 

 実務対応報告第12号「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計

算書上の表示についての実務上の取

扱い」（企業会計基準委員会 平成

16年２月13日）が公表されたことに

伴い、当中間連結会計期間から同実

務対応報告に基づき、法人事業税の

付加価値割及び資本割については販

売費及び一般管理費に計上しており

ます。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が26百万円増加し、営業利益、経常

利益及び税金等調整前中間純利益は

それぞれ同額減少しております。

 

――――

 

 

(法人事業税における外形標準課税

部分の連結損益計算書上の表示方

法）

「地方税法等の一部を改正する法
律」（平成15年法律第９号）が平成
15年３月31日に公布され、平成16年
４月１日以後に開始する事業年度よ
り外形標準課税制度が導入されたこ
とに伴い、当連結会計年度から「法
人事業税における外形標準課税部分
の損益計算書上の表示についての実
務上の取扱い」（平成16年２月13日
企業会計基準委員会 実務対応報告
第12号）に従い法人事業税の付加価
値割及び資本割については販売費及
び一般管理費に計上しております。
この結果、販売費及び一般管理費

が49百万円増加し、営業利益、経常
利益及び税金等調整前当期純利益は
それぞれ同額減少しております。 
 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間末 
(平成17年８月31日)

当中間連結会計期間末
(平成18年８月31日)

前連結会計年度末 
(平成18年２月28日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額       4,036百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額       4,086百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額       4,197百万円

 

※２ 担保に供している資産及びこ

れに対応する債務は次のとお

りであります。

   担保に供している資産

建物及び 
構築物

65百万円

貸与建物及び 
構築物

22百万円

土地 652百万円

貸与土地 341百万円

敷金・保証金 145百万円

計 1,227百万円

   担保付債務

一年以内 
返済予定の 
長期借入金

280百万円

長期借入金 557百万円

計 838百万円

※２      ─

   

※２      ─

   

  

 ３ 当社及び連結子会社(スリー

エフ・オンライン㈱)におい

ては、運転資金の効率的な調

達を行うため取引銀行９行と

当座貸越契約を締結しており

ます。この契約に基づく当中

間連結会計期間末の借入未実

行残高は次のとおりでありま

す。

当座貸越極度額 7,100百万円

借入実行残高 ―百万円

差引額 7,100百万円

 ３ 当社及び連結子会社(スリー

エフ・オンライン㈱)におい

ては、運転資金の効率的な調

達を行うため取引銀行９行と

当座貸越契約を締結しており

ます。この契約に基づく当中

間連結会計期間末の借入未実

行残高は次のとおりでありま

す。

当座貸越極度額 7,000百万円

借入実行残高 ─百万円

差引額 7,000百万円

 ３ 当社及び連結子会社(スリー

エフ・オンライン㈱)におい

ては、運転資金の効率的な調

達を行うため取引銀行９行と

当座貸越契約を締結しており

ます。この契約に基づく当連

結会計年度末の借入未実行残

高は次のとおりであります。

当座貸越極度額 7,100百万円

借入実行残高 ─百万円

差引額 7,100百万円



(中間連結損益計算書関係) 

  
前中間連結会計期間
(自 平成17年３月１日
至 平成17年８月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年３月１日
至 平成18年８月31日)

前連結会計年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費用及び金額は次のとおり

であります。

賞与引当金 
繰入額

331百万円

役員退職慰労 
引当金繰入額

2百万円

従業員給与・ 
賞与

1,056百万円

賃借料 1,913百万円

リース料 1,229百万円

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費用及び金額は次のとおり

であります。

賞与引当金
繰入額

333百万円

役員賞与引当
金繰入額

7百万円

従業員給与・
賞与

1,094百万円

雑給 853百万円

賃借料 2,070百万円

リース料 902百万円

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費用及び金額は次のとおり

であります。

賞与引当金 
繰入額

327百万円

役員退職慰労 
引当金繰入額

2百万円

従業員給与・ 
賞与

2,442百万円

賃借料 3,884百万円

リース料 2,347百万円

※２ 固定資産除却損の内訳は次の

とおりであります。

建物 26百万円

構築物 1百万円

器具及び備品 0百万円

撤去費用等 49百万円

※２ 固定資産除却損の内訳は次の

とおりであります。

建物 64百万円

構築物 1百万円

器具及び備品 1百万円

撤去費用等 88百万円

※２ 固定資産除却損の内訳は次の

とおりであります。

建物 53百万円

構築物 2百万円

器具及び備品 4百万円

撤去費用等 50百万円

※３      ─

 

※３ 減損損失

当社グループは、キャッシ

ュフローを生み出す最小単位

として、主として店舗を基本

単位として資産のグルーピン

グを行っております。 

 また、遊休資産及びその他

については当該資産単独で資

産のグルーピングをしており

ます。 

 そのグルーピングに基づ

き、減損会計の手続きを行っ

た結果、土地の時価の下落が

著しい店舗及び営業活動から

生じる損益が継続してマイナ

スである店舗について帳簿価

額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失と

して特別損失に計上しており

ます。

用途 種類 場所
減損損失
(百万円)

店舗

建物及び
構築物、
工具・器
具備品、
リース資
産等

神奈川県
横浜市他

34

遊休資産土地
千葉県
佐倉市他

68

その他
土地・建
物

神奈川県
鎌倉市他

186

＊減損損失の種類別内訳 

土地       240百万円 

建物及び構築物   43百万円 

工具・器具備品   0百万円 

リース資産      4百万円 

※３      ─



 
  

その他             0百万

円 

 なお、当該資産グループの

回収可能価額は、正味売却価

額または使用価値により測定

しております。正味売却価額

については固定資産税評価額

等を基に算定した金額により

評価しており、使用価値につ

いては将来キャッシュ・フロ

ーを4.6％で割り引いて算定し

ております。 



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

当中間連結会計期間（自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

 
（変動事由の概要） 

 発行済株式に変動はありません。 

２ 自己株式に関する事項 

 
（変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加  50株 

３ 配当に関する事項 

 (1)配当金支払額 

 
 (2)基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となるもの 

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株)       7,707,095        ─        ─           7,707,095

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株)               14,547                   50                 ─              14,597

決 議 株式の種類
配当金の
総額(千円)

１株あたり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成18年５月25日 
定時株主総会

普通株式           84,618 11.00 平成18年２月28日 平成18年５月25日

決 議
株式の 
種類

配当の 
原資

配当金の
総額(千円)

１株あたり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成18年10月４日 
取締役会

普通株式 利益剰余金      84,617   11.00 平成18年8月31日 平成18年11月1日



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年３月１日
至 平成17年８月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年３月１日
至 平成18年８月31日)

前連結会計年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結財務諸表に掲記されてい

る科目の金額との関係

 現金及び現金同等物の中間期末残

高は、中間連結貸借対照表に掲記

されている現金及び預金残高と一

致しております。

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結財務諸表に掲記されてい

る科目の金額との関係

同左

現金及び現金同等物の期末残高と連

結財務諸表に掲記されている科目の

金額との関係

 現金及び現金同等物の期末残高

は、連結貸借対照表に掲記されて

いる現金及び預金残高と一致して

おります。



(リース取引関係) 

  
前中間連結会計期間
(自 平成17年３月１日
至 平成17年８月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年３月１日
至 平成18年８月31日)

前連結会計年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

 

 ・本部及び直営店店舗に設置した

リース物件に係るもの

その他(有形固定資産)

取得価額相当額 2,889百万円

減価償却累計額 
相当額

1,693百万円

中間期末残高 
相当額

1,195百万円

 ・本部及び直営店店舗に設置した

リース物件に係るもの

その他(有形固定資産)

取得価額相当額 2,974百万円

減価償却累計額
相当額

1,901百万円

減損損失累計額相
当額

3百万円

中間期末残高
相当額

1,068百万円

 

 ・本部及び直営店店舗に設置した

リース物件に係るもの

その他(有形固定資産)

取得価額相当額 3,172百万円

減価償却累計額 
相当額

1,943百万円

期末残高相当額 1,229百万円

 

 ・加盟店店舗に設置したリース物

件に係るもの

その他(有形固定資産)

取得価額相当額 8,210百万円

減価償却累計額 
相当額

5,824百万円

中間期末残高 
相当額

2,386百万円

 ・加盟店店舗に設置したリース物

件に係るもの

その他(有形固定資産)

取得価額相当額 6,300百万円

減価償却累計額
相当額

4,513百万円

減損損失累計額相
当額

0百万円

中間期末残高
相当額

1,786百万円
 

 ・加盟店店舗に設置したリース物

件に係るもの

その他(有形固定資産)

取得価額相当額 8,365百万円

減価償却累計額 
相当額

6,507百万円

期末残高相当額 1,857百万円

 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

 ・本部及び直営店店舗に設置した

リース物件に係るもの

一年内 477百万円

一年超 822百万円

計 1,300百万円

② 未経過リース料中間期末残高相

当額及びリース資産減損勘定中

間期末残高
未経過リース料中間期末残高相当
額
 ・本部及び直営店店舗に設置した

リース物件に係るもの

一年内 368百万円

一年超 744百万円

計 1,112百万円

 

② 未経過リース料期末残高相当額

 ・本部及び直営店店舗に設置した

リース物件に係るもの

一年内 435百万円

一年超 863百万円

計 1,299百万円

 ・加盟店店舗に設置したリース物

件に係るもの

一年内 1,127百万円

一年超 1,399百万円

計 2,526百万円

 ・加盟店店舗に設置したリース物

件に係るもの

一年内 723百万円

一年超 1,178百万円

計 1,901百万円

 ・加盟店店舗に設置したリース物

件に係るもの

一年内 802百万円

一年超 1,176百万円

計 1,978百万円

 リース資産減損勘定中間期末残高

3百万円

 

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 1,132百万円

減価償却費 
相当額

1,023百万円

支払利息 
相当額

82百万円

③ 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損

失

支払リース料 752百万円

リース資産減損
勘定の取崩額

0百万円

減価償却費
相当額

677百万円

支払利息
相当額

61百万円

減損損失 4百万円

 

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 2,152百万円

減価償却費 
相当額

1,946百万円

支払利息
相当額

152百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法 ④ 減価償却費相当額の算定方法 ④ 減価償却費相当額の算定方法



 
  

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。

同左 同左

⑤ 利息相当額の算定方法

  リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相

当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっており

ます。

⑤ 利息相当額の算定方法

同左

⑤ 利息相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

(前中間連結会計期間) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

(当中間連結会計期間) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

区分

前中間連結会計期間末(平成17年８月31日)

取得原価(百万円)
中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

(1) 株式 39 75 35

(2) その他 ― ― ―

合計 39 75 35

前中間連結会計期間末(平成17年８月31日)

中間連結貸借対照表計上額(百万円)

その他有価証券

非上場株式 18

区分

当中間連結会計期間末(平成18年８月31日)

取得原価(百万円)
中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

(1) 株式 39 86 46

(2) その他 ― ― ―

合計 39 86 46

当中間連結会計期間末(平成18年８月31日)

中間連結貸借対照表計上額(百万円)

その他有価証券

非上場株式 11



(前連結会計年度) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

区分

前連結会計年度末(平成18年２月28日)

取得原価(百万円)
連結貸借対照表計上額

(百万円)
差額(百万円)

(1) 株式 39 89 49

(2) その他 ― ― ―

合計 39 89 49

前連結会計年度末(平成18年２月28日)

連結貸借対照表計上額(百万円)

その他有価証券

非上場株式 6



（デリバティブ取引関係） 

（前中間連結会計期間） 

  該当事項はありません。 

  なお、金利スワップ取引を行っておりますが、いずれもヘッジ会計を適用しておりますので 

 注記の対象から除いております。 

  

（当中間連結会計期間） 

  該当事項はありません。 

  なお、金利スワップ取引を行っておりますが、いずれもヘッジ会計を適用しておりますので 

 注記の対象から除いております。 

  

（前連結会計年度） 

  該当事項はありません。 

  なお、金利スワップ取引を行っておりますが、いずれもヘッジ会計を適用しておりますので 

 注記の対象から除いております。 

  

(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

当社グループは、コンビニエンスストア事業を主たる事業としております。連結子会社の営む電子商

取引の運用はコンビニエンスストア事業の付帯事業として同一のセグメントに属するものであります。

従って、前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度についての事業の種類別セグメ

ント情報の記載を省略しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、本邦以外の国又は地域に所

在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、海外売上高がないため、該

当事項はありません。 

  

  

  

  

  

  



(１株当たり情報) 

  

 
(注) １株当たり中間（当期）純利益額の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

  

  

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

前中間連結会計期間
(自 平成17年３月１日
至 平成17年８月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年３月１日
至 平成18年８月31日)

前連結会計年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

１株当たり純資産額 813.46円 １株当たり純資産額 794.75円 １株当たり純資産額 798.94円

１株当たり中間純利益金額 56.52円 １株当たり中間純利益金額 7.09円 １株当たり当期純利益金額 51.90円

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。

なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。

前中間連結会計期間
(自 平成17年３月１日
至 平成17年８月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年３月１日
至 平成18年８月31日)

前連結会計年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

中間（当期）純利益(百万円) 434 54 407

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ─   8

  （うち利益処分による役員賞与金） ― ─          (8)

普通株式に係る中間（当期）純利益(百万円) 434 54  399

普通株式の期中平均株式数(千株) 7,692 7,692  7,692



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

(平成17年８月31日)

当中間会計期間末

(平成18年８月31日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 3,737 4,587 1,796

 ２ 加盟店貸勘定 535 563 682

 ３ たな卸資産 355 494 420

 ４ 未収入金 213 241 187

 ５ その他 1,194 1,289 1,150

 ６ 貸倒引当金 △1 △2 △2

   流動資産合計 6,035 31.3 7,174 34.5 4,235 23.9

Ⅱ 固定資産

 (1) 有形固定資産
※１ 
※２

  ａ 自社有形固定資産

   １ 建物 825 1,242 992

   ２ 土地 737 497 737

   ３ その他 44 64 54

    自社有形固定資産 
    合計

1,606 8.3 1,803 8.7 1,784 10.1

  ｂ 貸与有形固定資産

   １ 建物 2,406 2,164 2,364

   ２ 土地 563 563 563

   ３ その他 166 151 166

    貸与有形固定資産 
    合計

3,135 16.3 2,880 13.8 3,094 17.5

    有形固定資産合計 4,742 24.6 4,683 22.5 4,878 27.6

 (2) 無形固定資産

  １ ソフトウェア 1,020 1,252 1,049

  ２ その他 69 66 69

    無形固定資産合計 1,089 5.6 1,319 6.3 1,118 6.3

 (3) 投資その他の資産

  １ 投資有価証券 93 97 96

  ２ 関係会社株式 110 110 110

  ３ 長期前払費用 37 25 30

  ４ 敷金・保証金 ※２ 7,024 7,206 7,113

  ５ その他 237 209 168

  ６ 貸倒引当金 △64 △22 △42

    投資その他の資産 
    合計

7,438 38.5 7,626 36.7 7,477 42.2

    固定資産合計 13,270 68.7 13,629 65.5 13,474 76.1

    資産合計 19,306 100.0 20,803 100.0 17,709 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成17年８月31日)

当中間会計期間末

(平成18年８月31日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 896 1,220 902

 ２ 加盟店買掛金 5,229 5,071 4,247

 ３ 加盟店借勘定 140 99 50

 ４ 一年以内返済予定の 
   長期借入金

※２ 321 842 321

 ５ 未払金 975 1,115 903

 ６ 加盟店未払金 88 94 81

 ７ 未払法人税等 406 251 125

 ８ 預り金 2,231 2,460 2,340

 ９ 賞与引当金 330 373 326

 10 役員賞与引当金 ― 7 ─

 11 その他 0 3 5

   流動負債合計 10,619 55.0 11,539 55.5 9,303 52.5

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 1,000 ─ 1,000

 ２ 長期借入金 ※２ 637 2,351 476

 ３ 役員退職慰労引当金 68 53 57

 ４ 預り保証金 732 750 735

 ５ その他 30 46 28

   固定負債合計 2,468 12.8 3,201 15.4 2,298 13.0

   負債合計 13,088 67.8 14,740 70.9 11,602 65.5

(資本の部)

Ⅰ 資本金 1,396 7.2 ― ― 1,396 7.9

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 1,645 ― 1,645

   資本剰余金合計 1,645 8.5 ― ― 1,645 9.3

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 91 ― 91

 ２ 任意積立金 2,500 ― 2,500

 ３ 中間(当期)未処分 
   利益

577 ― 458

   利益剰余金合計 3,169 16.4 ― ― 3,050 17.2

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金

21 0.1 ― ― 29 0.2

Ⅴ 自己株式 △14 △0.0 ― ― △14 △0.1

   資本合計 6,217 32.2 ― ― 6,106 34.5

   負債及び資本合計 19,306 100.0 ― ― 17,709 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成17年８月31日)

当中間会計期間末

(平成18年８月31日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― 1,396 6.7 ―

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 ― 1,645 ―

   資本剰余金合計 ― 1,645 7.9 ―

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 ― 91 ―

  (2) その他利益剰余金

    別途積立金 ― 2,700 ―

    繰越利益剰余金 ― 216 ―

   利益剰余金合計 ― 3,008 14.5 ―

 ４ 自己株式 ― △14 △0.1 ―

   株主資本合計 ― 6,035 29.0 ―

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

― 27 ―

   評価・換算差額等 
   合計

― 27 0.1 ―

   純資産合計 ― 6,063 29.1 ―

   負債及び純資産合計 ― 20,803 100.0 ―



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成17年３月１日
至 平成17年８月31日)

当中間会計期間

(自 平成18年３月１日
至 平成18年８月31日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 営業収入 7,203 51.6 6,768 43.9 13,645 50.0

   加盟店からの収入の 
   対象となる加盟店売 
   上高は次のとおりで 
   あります。

   前中間会計期間 
      49,297百万円

   当中間会計期間 
      46,645百万円

   前事業年度 
           94,764百万円 

   自営店売上高との合 
   計額は次のとおりで 
   あります。

   前中間会計期間 
      56,058百万円

   当中間会計期間 
      55,287百万円

   前事業年度 
        108,424百万円 

Ⅱ 売上高 6,760 48.4 8,642 56.1 13,660 50.0

   営業総収入合計 13,964 100.0 15,410 100.0 27,306 100.0

Ⅲ 売上原価 4,996 (73.9) 6,485 (75.0) 10,234 (74.9)

   売上総利益 (1,763) (26.1) (2,156) (25.0) （3,426） (25.1)

   営業総利益 8,967 64.2 8,925 57.9 17,071 62.5

Ⅳ 販売費及び一般管理費 8,072 57.8 8,240 53.5 16,295 59.7

   営業利益 895 6.4 685 4.4 775 2.8

Ⅴ 営業外収益 ※１ 33 0.2 53 0.3 70 0.3

Ⅵ 営業外費用 ※２ 17 0.1 22 0.1 34 0.1

   経常利益 910 6.5 716 4.6 811 3.0

Ⅶ 特別利益 ※３ 5 0.0 72 0.5 23 0.0

Ⅷ 特別損失 ※４ 130 0.9 632 4.1 170 0.6

   税引前中間(当期) 
   純利益

785 5.6 155 1.0 663 2.4

   法人税、住民税 
   及び事業税

376 219 205

   法人税等調整額 △20 355 2.5 △115 104 0.7 62 267 1.0

   中間(当期)純利益 430 3.1 51 0.3 395 1.4

   前期繰越利益 147 147

   中間配当額 ― 84

   中間(当期)未処分 
   利益

577 458



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日) 

  

 
  

 
  

 
  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成18年２月28日残高(百万円) 1,396 1,645 1,645

中間会計期間中の変動額

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

─ ─ ─

平成18年８月31日残高(百万円) 1,396 1,645 1,645

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年２月28日残高(百万円) 91 2,500 458 3,050 △14 6,077

中間会計期間中の変動額

 別途積立金の積立て 200 △200 ─ ─

 剰余金の配当 △84 △84 △84

 利益処分による役員賞与金 △8 △8 △8

 中間純利益 51 51 51

 自己株式の取得 △0 △0

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

─ 200 △241 △41 △0 △41

平成18年８月31日残高(百万円) 91 2,700 216 3,008 △14 6,035

評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成18年２月28日残高(百万円) 29 29 6,106

中間会計期間中の変動額

 別途積立金の積立て ─

 剰余金の配当 △84

 利益処分による役員賞与金 △8

 中間純利益 51

 自己株式の取得 △0

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

△2 △2 △2

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△2 △2 △43

平成18年８月31日残高(百万円) 27 27 6,063



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年３月１日
至 平成17年８月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年３月１日
至 平成18年８月31日)

前事業年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

１ 資産の評価基準及び

評価方法

① 有価証券 

 (1) 子会社株式 

  移動平均法による原価法

① 有価証券

 (1) 子会社株式

同左

① 有価証券 

 (1) 子会社株式 

    同左   

 (2) その他有価証券

  時価のあるもの

   中間決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は

全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定)

 (2) その他有価証券

  時価のあるもの

   中間決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は

全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定)

 (2) その他有価証券

  時価のあるもの

   決算日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部

資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法によ

り算定)

  時価のないもの 

   移動平均法による原価法

  時価のないもの

同左

  時価のないもの 

   移動平均法による原価法

② たな卸資産

 (1) 商品

   売価還元法による原価法

   ただし、ファストフードは

最終仕入原価法

② たな卸資産

 (1) 商品

同左

② たな卸資産

 (1) 商品

同左

 (2) 貯蔵品 

   最終仕入原価法

 (2) 貯蔵品

同左

 (2) 貯蔵品

同左

２ 固定資産の減価償却

の方法

① 有形固定資産

  定率法

  ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物(建物附属

設備を除く)については、定

額法を採用しております。

  なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。

  建物   ８～47年

① 有形固定資産

同左

① 有形固定資産

同左

② 無形固定資産

  定額法

  ただし、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内におけ

る利用可能期間(５年)に基づ

く定額法によっております。

② 無形固定資産

同左

② 無形固定資産

同左

３ 引当金の計上基準 ① 貸倒引当金

  債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上し

ております。

① 貸倒引当金

同左

① 貸倒引当金

同左

② 賞与引当金

  従業員に対して支給する賞与

に備えるため、支給見込額基

準により計上しております。

② 賞与引当金

同左

② 賞与引当金

同左

─

  

③ 役員賞与引当金

役員に対する賞与の支払いに

備えるため、将来の支給見込

額のうち当中間会計期間の負

担額を計上しております。

（会計方針の変更） 

当中間会計期間より「役員賞

与に関する会計基準」（企業

会計基準第４号 平成17年11

月29日）を適用しておりま

す。これにより、営業利益、

経常利益及び税引前中間純利

益が７百万円減少しておりま

─



 
  

す。 



  

   

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年３月１日
至 平成17年８月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年３月１日
至 平成18年８月31日)

前事業年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

④ 役員退職慰労引当金
  役員退職慰労金の支払いに備
えるため、内規に基づく中間
期末要支給額を計上しており
ます。

   なお、当社は平成17年４月
21日開催の取締役会において
平成17年５月26日開催の第24
回定時株主総会の終結の時を
もって、役員退職慰労金制度
を廃止することを決議したこ
とにより、同日以降の新たな
繰り入れは行っておりませ
ん。

④ 役員退職慰労引当金
同左

 
   

④ 役員退職慰労引当金
  役員退職慰労金の支払いに備
えるため、内規に基づく期末
要支給額を計上しておりま
す。 
 なお、当社は平成17年４月
21日開催の取締役会において
平成17年５月開催の第24回定
時株主総会の終結の時をもっ
て、役員退職慰労引当金制度
を廃止することを決議したこ
とにより、同日以降の新たな
繰り入れは行っておりませ
ん。

４ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファ
イナンス・リース取引について
は、通常の賃貸借取引に係る方法
に準じた会計処理によっておりま
す。

同左 同左

５ ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法
金利スワップについては特例
処理の要件を満たしておりま
すので特例処理を適用してお
ります。

① ヘッジ会計の方法
同左

① ヘッジ会計の方法 
  同左

② ヘッジ手段とヘッジ対象 
  ヘッジ手段  金利スワップ 
  ヘッジ対象  借入金の利息

② ヘッジ手段とヘッジ対象
同左

② ヘッジ手段とヘッジ対象 
  同左

③ ヘッジ方針
  金利リスクの低減並びに金融
収支改善のため、対象債務の
範囲内でヘッジを行なってお
ります。

③ ヘッジ方針
同左

③ ヘッジ方針
同左

④ ヘッジ有効性評価の方法
  金利スワップの特例処理の要
件を満たしているため、有効
性の判定を省略しておりま
す。

④ ヘッジ有効性評価の方法
      同左

④ ヘッジ有効性評価の方法
      同左

６ その他中間財務諸表
(財務諸表)作成のた
めの基本となる重要
な事項

消費税等の会計処理方法
 消費税等の会計処理は税抜方式
によっております。
 なお、仮払消費税等及び仮受消
費税等は相殺のうえ、流動負債
の「未払金」に含めて表示して
おります。

消費税等の会計処理方法
同左

消費税等の会計処理方法
 消費税等の会計処理は税抜方式
によっております。

前中間会計期間
(自 平成17年３月１日
至 平成17年８月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年３月１日
至 平成18年８月31日)

前会計年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

―――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、「固定資産

の減損に係る会計基準」（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 平

成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平

成15年10月31日）を適用しておりま

す。これにより営業利益、経常利益

はそれぞれ16百万円増加し、税引前

中間純利益は289百万円減少してお

ります。 

 減損損失累計額については、改正

後の中間財務諸表等規則に基づき各

資産の金額から直接控除しておりま

す。 

 

――――

―――― （貸借対照表の純資産の部の表示に ――――



 
追加情報 
  

 
  

関する会計基準） 

 当中間会計期間より「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17

年12月９日）及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）を適

用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する

金額は6,063百万円であります。 

  なお、中間財務諸表等規則の改

正により、当中間会計期間における

中間貸借対照表の純資産の部につい

ては、改正後の中間財務財務諸表等

規則により作成しております。

前中間会計期間
(自 平成17年３月１日
至 平成17年８月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年３月１日
至 平成18年８月31日)

前事業年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

(法人事業税における外形標準課税
部分の中間損益計算書上の表示方
法) 
 実務対応報告第12号「法人事業税
における外形標準課税部分の損益計
算書上の表示についての実務上の取
扱い」(企業会計基準委員会 平成
16年２月13日)が公表されたことに
伴い、当中間会計期間から同実務対
応報告に基づき、法人事業税の付加
価値割及び資本割については販売費
及び一般管理費に計上しておりま
す。 
 この結果、販売費及び一般管理費
が26百万円増加し、営業利益、経常
利益及び税引前中間純利益はそれぞ
れ同額減少しております。

 

――――

 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 

(法人事業税における外形標準課税部
分の損益計算書上の表示方法） 
「地方税法等の一部を改正する法
律」(平成15年法律第9号）が平成15
年3月31日に公布され、平成16年4月1
日以降に開始する事業年度より外形
標準課税制度が導入されたことに伴
い、当事業年度から「法人事業税に
おける外形標準課税部分の損益計算
上の表示についての実務上の取扱
い」（平成16年2月13日企業会計基準
委員会 実務対応報告第12号）に従い
法人事業税の付加価値割及び資本割
については販売費及び一般管理費に
計上しております。この結果、販売
費及び一般管理費が48百万円増加
し、営業利益、経常利益及び税引前
当期純利益はそれぞれ同額減少して
おります。 
 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間会計期間末 
(平成17年８月31日)

当中間会計期間末
(平成18年８月31日)

前事業年度末 
(平成18年２月28日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額       4,036百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額     4,086百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額    4,197 百万円

 

※２ 担保に供している資産及びこ

れに対応する債務は次のとお

りであります。

   担保に供している資産

建物 65百万円

貸与建物 22百万円

土地 652百万円

貸与土地 341百万円

敷金・保証金 145百万円

計 1,227百万円

   担保付債務

一年以内 
返済予定の 
長期借入金

280百万円

長期借入金 557百万円

計 838百万円

※２       －

   

   

※２      －

  

 ３ 当社は運転資金の効率的な調

達を行うため取引銀行９行と

当座貸越契約を締結しており

ます。この契約に基づく当中

間会計期間末の借入未実行残

高は次のとおりであります。

当座貸越極度額 7,100百万円

借入実行残高 ―百万円

差引額 7,100百万円

 ３ 当社は運転資金の効率的な調

達を行うため取引銀行９行と

当座貸越契約を締結しており

ます。この契約に基づく当中

間会計期間末の借入未実行残

高は次のとおりであります。

当座貸越極度額 7,000百万円

借入実行残高 ─百万円

差引額 7,000百万円

 ３ 当社は運転資金の効率的な調

達を行うため取引銀行９行と

当座貸越契約を締結しており

ます。この契約に基づく当事

業年度末の借入未実行残高は

次のとおりであります。

当座貸越極度額 7,100百万円

借入実行残高 ─百万円

差引額 7,100百万円



(中間損益計算書関係) 

  
前中間会計期間

(自 平成17年３月１日
至 平成17年８月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年３月１日
至 平成18年８月31日)

前事業年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

 

※１ 営業外収益のうち重要なもの

受取利息 19百万円

 

※１ 営業外収益のうち重要なもの

受取利息 23百万円

営業保証金 18百万円
 

※１ 営業外収益のうち重要なもの

受取利息 39百万円

 

※２ 営業外費用のうち重要なもの

支払利息 8百万円

社債利息 5百万円

減価償却費 3百万円

  

※３ 特別利益のうち重要なもの

            ─

 

※２ 営業外費用のうち重要なもの

支払利息 11百万円

社債利息 5百万円

減価償却費 1百万円

  

※３ 特別利益のうち重要なもの

         和解金・違約金 51百万円
         

 

※２ 営業外費用のうち重要なもの

支払利息 16百万円

社債利息 10百万円

減価償却費 5百万円

※３ 特別利益のうち重要なもの

         ─
       
        

 

 

※４ 特別損失のうち重要なもの

固定資産除却損

建物 26百万円

構築物 1百万円

器具及び備品 0百万円

撤去費用等 49百万円

計 77百万円

リース解約損 39百万円

賃貸借契約 
解約損

11百万円

            ─

 

 

※４ 特別損失のうち重要なもの

固定資産除却損

建物 64百万円

構築物 1百万円

器具及び備品 1百万円

撤去費用等 88百万円

計 155百万円

リース解約損 79百万円

賃貸借契約
解約損

111百万円

減損損失 289百万円

   減損損失

当社は、キャッシュフロー

を生み出す最小単位として、

主として店舗を基本単位とし

て資産のグルーピングを行っ

ております。 

 また、遊休資産及びその他

については当該資産単独で資

産のグルーピングをしており

ます。 

 そのグルーピングに基づ

き、減損会計の手続きを行っ

た結果、土地の時価の下落が

著しい店舗及び営業活動から

生じる損益が継続してマイナ

スである店舗について帳簿価

額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失と

して特別損失に計上しており

ます。

用途 種類 場所
減損損失
(百万円)

店舗

建物及び
構築物、
工具・器
具備品、
リース資
産等

神奈川県
横浜市他

34

遊休資産土地
千葉県
佐倉市他

68

 

 

※４ 特別損失のうち重要なもの

固定資産除却損

建物 53百万円

構築物 2百万円

器具及び備品 4百万円

撤去費用等 50百万円

計 110百万円

リース解約損 39百万円

賃貸借契約 
解約損

12百万円

            ─



次へ 

 
  

  

  

 

その他 土地・建
物

神奈川県
鎌倉市他

186

＊減損損失の種類別内訳 

土地       240百万円 

建物及び構築物   43百万円 

工具・器具備品   0百万円 

リース資産      4百万円 

その他             0百万円 

 なお、当該資産グループの

回収可能価額は、正味売却価

額または使用価値により測定

しております。正味売却価額

については固定資産税評価額

等を基に算定した金額により

評価しており、使用価値につ

いては将来キャッシュ・フロ

ーを4.6％で割り引いて算定し

ております。 

 ５ 減価償却実施額

有形固定資産 258百万円

無形固定資産 299百万円

 ５ 減価償却実施額

有形固定資産 258百万円

無形固定資産 210百万円

 ５ 減価償却実施額

有形固定資産 542百万円

無形固定資産 608百万円



(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間（自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日） 

 自己株式に関する事項 

 
（変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加  50株 

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株)               14,547                   50                 ─              14,597



(リース取引関係) 

  
前中間会計期間

(自 平成17年３月１日
至 平成17年８月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年３月１日
至 平成18年８月31日)

前事業年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

 

・本部及び直営店店舗に設置した

リース物件に係るもの

その他(有形固定資産)

取得価額相当額 2,859百万円

減価償却累計額 
相当額

1,668百万円

中間期末残高 
相当額

1,190百万円

・本部及び直営店店舗に設置した

リース物件に係るもの

その他(有形固定資産)

取得価額相当額 2,974百万円

減価償却累計額
相当額

1,901百万円

減損損失累計額相
当額

3百万円

中間期末残高
相当額

1,068百万円

 

・本部及び直営店店舗に設置した

リース物件に係るもの

その他(有形固定資産)

取得価額相当額 3,142百万円

減価償却累計額 
相当額

1,913百万円

期末残高相当額 1,228百万円

 

・加盟店店舗に設置したリース物

件に係るもの

その他(有形固定資産)

取得価額相当額 8,210百万円

減価償却累計額 
相当額

5,824百万円

中間期末残高 
相当額

2,386百万円

・加盟店店舗に設置したリース物

件に係るもの

その他(有形固定資産)

取得価額相当額 6,300百万円

減価償却累計額
相当額

4,513百万円

減損損失累計額相
当額

0百万円

中間期末残高
相当額

1,786百万円

 

・加盟店店舗に設置したリース物

件に係るもの

その他(有形固定資産)

取得価額相当額 8,365百万円

減価償却累計額 
相当額

6,507百万円

期末残高相当額 1,857百万円

 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

 ・本部及び直営店店舗に設置した

リース物件に係るもの

一年内 472百万円

一年超 822百万円

計 1,294百万円

② 未経過リース料中間期末残高相

当額及びリース資産減損勘定中

間期末残高

未経過リース料中間期末残高相当
額

 ・本部及び直営店店舗に設置した

リース物件に係るもの

一年内 368百万円

一年超 744百万円

計 1,112百万円

 

② 未経過リース料期末残高相当額

 ・本部及び直営店店舗に設置した

リース物件に係るもの

一年内 434百万円

一年超 863百万円

計 1,298百万円

 ・加盟店店舗に設置したリース物

件に係るもの

一年内 1,127百万円

一年超 1,399百万円

計 2,526百万円

 ・加盟店店舗に設置したリース物

件に係るもの

一年内 723百万円

一年超 1,178百万円

計 1,901百万円

 ・加盟店店舗に設置したリース物

件に係るもの

一年内 802百万円

一年超 1,176百万円

計 1,978百万円

 リース資産減損勘定中間期末残高

3百万円

 

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 1,128百万円

減価償却費 
相当額

1,019百万円

支払利息相当額 82百万円

③ 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損

失

支払リース料 751百万円

リース資産減損
勘定の取崩額

0百万円

減価償却費
相当額

676百万円

支払利息相当額 61百万円

減損損失 4百万円

 

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 2,144百万円

減価償却費 
相当額

1,938百万円

支払利息相当額 152百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法 ④ 減価償却費相当額の算定方法 ④ 減価償却費相当額の算定方法



 
  

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。

同左 同左

⑤ 利息相当額の算定方法

  リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相

当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっており

ます。

⑤ 利息相当額の算定方法

同左

⑤ 利息相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度における子会社株式で時価のあるものはありませ

ん。 

  

(１株当たり情報) 

  

 
(注) １株当たり中間（当期）純利益額の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

  

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

前中間会計期間
(自 平成17年３月１日
至 平成17年８月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年３月１日
至 平成18年８月31日)

前事業年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

１株当たり純資産額 808.30円 １株当たり純資産額 788.19円 １株当たり純資産額 792.78円

１株当たり中間純利益金額 55.92円 １株当たり中間純利益金額 6.68円 １株当たり当期純利益金額 50.31円

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。

なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。

前中間会計期間
(自 平成17年３月１日
至 平成17年８月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年３月１日
至 平成18年８月31日)

前事業年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

中間（当期）純利益（百万円） 430 51   395

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ─  8

  （うち利益処分による役員賞与金） ― ─       （8）

普通株式に係る中間（当期）純利益(百万円) 430 51 387

普通株式の期中平均株式数(千株) 7,692 7,692 7,692



(2) 【その他】 

平成18年10月４日開催の取締役会において、当期の中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

 
(注) 平成18年８月31日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。 

(イ)中間配当による配当金の総額……………   84百万円

(ロ)１株当たりの金額…………………………   11円00銭

(ハ)支払請求の効力発生日及び支払開始日… 平成18年11月１日



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

  事業年度 第25期(自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日)平成18年５月26日関東財務局長に提

出 

  

  



該当事項はありません。 

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

 

株式会社 スリーエフ 

 
  

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社スリーエフの平成17年３月１日から平成18年２月28日までの連結会計年度の中間連結会計期

間(平成17年３月１日から平成17年８月31日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照

表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査

を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、株式会社スリーエフ及び連結子会社の平成17年８月31日現在の財政状態並びに同

日をもって終了する中間連結会計期間(平成17年３月１日から平成17年８月31日まで)の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

平成17年11月10日

取締役会 御中

監査法人トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  水  上  亮 比 呂  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  遠  藤  康  彦  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が

別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

 

株式会社 スリーエフ 

 
  

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社スリーエフの平成18年３月１日から平成19年２月28日までの連結会計年度の中間連結会計期

間(平成18年３月１日から平成18年８月31日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照

表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について

中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、株式会社スリーエフ及び連結子会社の平成18年８月31日現在の財政状態並びに同

日をもって終了する中間連結会計期間(平成18年３月１日から平成18年８月31日まで)の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当中間連結会計期間

から固定資産の減損に係る会計基準が適用されることとなったため、この会計基準を適用し中間連結財務諸

表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

平成18年11月９日

取締役会 御中

監査法人トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  水  上  亮 比 呂  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  遠  藤  康  彦  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が

別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

 

株式会社 スリーエフ 

 
  

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社スリーエフの平成17年３月１日から平成18年２月28日までの第25期事業年度の中間会計期間

(平成17年３月１日から平成17年８月31日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損

益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社スリーエフの平成17年８月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会

計期間(平成17年３月１日から平成17年８月31日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと

認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

平成17年11月10日

取締役会 御中

監査法人トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  水  上  亮 比 呂  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  遠  藤  康  彦  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が

別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

 

株式会社 スリーエフ 

 
  

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社スリーエフの平成18年３月１日から平成19年２月28日までの第26期事業年度の中間会計期間

(平成18年３月１日から平成18年８月31日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益

計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社スリーエフの平成18年８月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会

計期間(平成18年３月１日から平成18年８月31日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと

認める。 

  

追記情報 

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当中間会計期間から固定

資産の減損に係る会計基準が適用されることとなったため、この会計基準を適用し中間財務諸表を作成して

いる。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

平成18年11月９日

取締役会 御中

監査法人トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  水  上  亮 比 呂  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  遠  藤  康  彦  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が

別途保管しております。
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